
 

 

第３  その他調査結果の概要と課題  
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方
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共
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に
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果
の
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用
状
況
等
調
査
】

活 用 し て い な い

　 ① 反 映 済 み

　 ② 区 分 設 定 済 み

　 ③ 根 拠 規 程 等

　 　 整 備 済 み

活
用
予
定
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期

　 ① 反 映 済 み

　 ② 区 分 設 定 済 み

　 ③ 根 拠 規 程 等

　 　 整 備 済 み

活
用
予
定
時
期

活 用 し て い な い

活 用 し て い る

活 用 し て い な い

※
①
～
③
を
す
べ
て
満
た
し
て
い
る
市
町
村
を
「
活
用
し
て
い
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」
と
し
て
お
り
ま
す
。

活 用 し て い る

　 ① 参 考 資 料 と し て

　 　 反 映 済 み

　 ② 要 件 設 定 済 み

　 ③ 根 拠 規 程 等

　 　 整 備 済 み

活
用
予
定
時
期
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地方公務員の再任用職員の在職状況  

 

 

【地方公務員の再任用実施状況等調査：09 表関係】  （令和５年４月 1 日現在  単位：人）    

うち任期更新 うち任期更新 うち任期更新

宮崎市 1 193 153 6 11 176 194 153

都城市 75 52 75 75 52

延岡市 2 2 77 54 77 79 56

日南市 11 26 20 19 7 37 20

小林市 14 10 12 11 12 26 21

日向市 56 44 56 56 44

串間市 4 3 4 4 4 8 7

西都市 14 10 2 2 2 16 12

えびの市 17 12 17 17 12

市計 46 25 462 352 0 0 6 30 426 508 377

三股町 10 7 10 7

高原町 2 2

国富町 4 3 4 4 3

綾町

高鍋町 5 4 5 5 4

新富町 2 2 1 1 1 3 3

西米良村

木城町

川南町 2 1 2 1

都農町 2 1 2 1

門川町 3 2 3 3 2

諸塚村

椎葉村

美郷町 2 1 3 2 3 5 3

高千穂町 3 3 3 3

日之影町 1 1 1 1

五ヶ瀬町

町村計 24 16 16 12 0 0 0 0 16 40 28

組合計 0 0 1 1 0 0 0 0 1 1 1

合計 70 41 479 365 0 0 6 30 443 549 406

　　　 区分

市町村名

フルタイム勤務職員 短時間勤務職員 再任用職員合計

15時間30分以上
19時間22分30秒

未満

19時間22分30秒
以上23時間15分

未満

23時間15分以上
27時間7分30秒未

満

27時間7分30秒以
上29時間3分45秒

未満

29時間3分45秒以
上31時間以下
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再任用職員の職務内容の状況  

 

   

   

 （注）令和５年４月１日に採用又は任期が更新された再任用職員の職種を示している。  
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導

を
受

け
た

職
員

な

ど
、

面
接

指
導

を
受

け
る

必
要

が
な

い
と

医
師

が
判

断
し

た

2
．

対
象

と
な

る
要

件

に
該

当
し

た
職

員
に

対
し

、
面

接
指

導
を

受
け

る
こ

と
を

通

知
・

勧
奨

し
た

が
、

職
員

か
ら

の
反

応
が

無
か

っ
た

又
は

職
員

自
身

で
必

要
が

な
い

と
判

断
し

た

3
．

対
象

と
な

る
要

件

に
該

当
し

た
職

員
が

業
務

多
忙

で
面

接
時

間
を

確
保

で
き

な

か
っ

た

4
．

対
象

と
な

る
要

件

に
該

当
し

た
職

員
が

人
事

異
動

や
休

職
等

に
な

っ
た

こ
と

に

よ
っ

て
、

当
該

職
員

に
対

し
て

面
接

指
導

を
受

け
る

こ
と

を
通

知
・

勧
奨

す
る

こ
と

が
で

き
な

か
っ

た

5
．

そ
の

他

集
団

分
析

結
果

を

活
用

し
た

事
業

場
数

区
　

　
　

分

医
師
の
面
接
指
導
の
対
象
と
な
る
要
件
に
該
当
し
た
職
員
の
人
数
（
令
和
４
年
度
）

集
団

分
析

結
果

の
活

用
内

容
（

複
数

回
答

）

そ
の

他
衛

生
委

員
会

で
の

審
議

管
理

監
督

者
向

け

研
修

の
実

施

人
員

体
制

・
組

織
の

見
直

し

業
務

配
分

の

見
直

し
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メ
ン
タ
ル
ヘ
ル
ス
対
策
の
取
組
状
況
（
令
和
４
年
度
）

割
合

部
局

数
割

合
部

局
数

割
合

部
局

数
割

合
部

局
数

割
合

部
局

数
割

合
部

局
数

割
合

市
町

村
長

2
6

1
0
0
.0

3
1
1
.5

1
8

6
9
.2

1
1

4
2
.3

1
9

7
3
.1

1
7

6
5
.4

1
0

3
8
.5

教
育

委
員

会
2
6

1
0
0
.0

4
1
5
.4

1
6

6
1
.5

1
0

3
8
.5

1
6

6
1
.5

1
6

6
1
.5

9
3
4
.6

消
　

　
　

防
7

1
0
0
.0

1
1
4
.3

6
8
5
.7

6
8
5
.7

6
8
5
.7

6
8
5
.7

4
5
7
.1

公
 営

 企
 業

1
7

1
0
0
.0

4
2
3
.5

1
4

8
2
.4

9
5
2
.9

1
3

7
6
.5

1
3

7
6
.5

9
5
2
.9

部
局

数
割

合
部

局
数

割
合

部
局

数
割

合
部

局
数

割
合

市
町

村
長

1
5

5
7
.7

2
0

7
6
.9

9
3
4
.6

0
0
.0

教
育

委
員

会
1
3

5
0
.0

1
9

7
3
.1

1
0

3
8
.5

0
0
.0

消
　

　
　

防
6

8
5
.7

6
8
5
.7

3
4
2
.9

0
0
.0

公
 営

 企
 業

1
0

5
8
.8

1
4

8
2
.4

7
4
1
.2

0
0
.0

長
時
間
勤
務
者
に
対
す
る
医
師
に
よ
る
面
接
指
導
の
強
化
に
係
る
例
規
・
指
針
等
の
整
備
状
況

令
和

５
年

４
月

１
日

現
在

部
局

数
割

　
合

部
局

数
割

　
合

部
局

数
割

　
合

市
町

村
長

1
3

5
0
.0

5
1
9
.2

8
3
0
.8

教
育

委
員

会
1
2

4
6
.2

6
2
3
.1

8
3
0
.8

消
　

　
　

防
4

5
7
.1

2
2
8
.6

1
1
4
.3

公
 営

 企
 業

9
5
2
.9

3
1
7
.6

5
2
9
.4

　
(注

１
)　

長
時

間
労

働
者

に
対

す
る

医
師

に
よ

る
面

接
指

導
に

つ
い

て
は

、
平

成
3
1
年

４
月

１
日

か
ら

、
労

働
安

全
衛

生
法

第
6
6
条

の
8
第

1
項

等
の

規
定

に
よ

り
、

時
間

外
・

休
日

労
働

時
間

が
1
箇

月
当

た
り

8
0
時

間
を

越
え

、
か

つ
疲

労
の

蓄
積

　
　

　
 が

認
め

ら
れ

る
者

に
つ

い
て

、
本

人
の

申
し

出
が

あ
っ

た
場

合
に

は
、

行
わ

な
け

れ
ば

な
ら

な
い

こ
と

と
さ

れ
た

。
ま

た
、

国
家

公
務

員
に

つ
い

て
は

、
こ

れ
に

加
え

超
過

勤
務

時
間

が
１

箇
月

に
つ

い
て

1
0
0
時

間
以

上
又

は
２

～
６

箇
月

　
　

　
 平

均
で

8
0
時

間
を

越
え

る
場

合
に

は
、

本
人

か
ら

申
し

出
が

な
く

と
も

医
師

に
よ

る
面

接
指

導
を

行
う

も
の

と
し

、
人

事
院

規
則

1
0
ー

４
第

2
2
条

の
２

第
１

項
等

の
規

定
に

そ
の

旨
規

定
さ

れ
た

。

　
　

　
　

こ
の

た
め

、
地

方
公

務
員

に
つ

い
て

も
、

総
務

省
か

ら
各

地
方

公
共

団
体

に
対

し
て

、
労

働
安

全
衛

生
法

を
遵

守
す

る
と

と
も

に
、

国
家

公
務

員
と

の
均

衡
を

踏
ま

え
、

例
規

・
指

針
等

の
整

備
を

行
う

よ
う

助
言

を
行

っ
て

い
る

。

　
(注

２
)　

｢
割

合
｣
は

、
｢
全

部
局

数
｣
に

占
め

る
割

合
で

あ
る

。

　
(注

３
)　

端
数

処
理

の
た

め
、

合
計

が
1
0
0
％

と
な

ら
な

い
場

合
が

あ
る

。

区
　

　
　

分
令

和
5
年

4
月

1
日

時
点

で
整

備
済

み
令

和
6
年

3
月

末
ま

で
に

整
備

予
定

未
定

団
体

数

2
6

2
6 7

メ
ン

タ
ル

ヘ
ル

ス
対

策
の

取
組

内
容

（
複

数
回

答
）

団
体

数

1
7

（
注

）
｢
メ

ン
タ

ル
ヘ

ル
ス

の
取

組
内

容
（

複
数

回
答

）
｣
の

各
取

組
内

容
に

お
け

る
割

合
は

、
｢
メ

ン
タ

ル
ヘ

ル
ス

対
策

に
取

り
組

ん
で

い
る

部
局

数
｣
に

占
め

る
割

合
で

あ
る

。

区
　

　
　

分

メ
ン

タ
ル

ヘ
ル

ス
対

策
の

取
組

内
容

（
複

数
回

答
）

メ
ン

タ
ル

ヘ
ル

ス
対

策
に

取
り

組
ん

で
い

る
部

局
数

セ
ル

フ
ケ

ア
を

実
施

す
る

た
め

の
教

育

研
修

・
情

報
提

供
区

　
　

　
分

ラ
イ

ン
ケ

ア
及

び
事

業
場

内
産

業
保

健

ス
タ

ッ
フ

等
に

よ
る

ケ
ア

を
実

施
す

る

た
め

の
教

育
研

修
・

情
報

提
供

そ
の

他

職
場

外
資

源
（

医
療

機
関

、
E

A
P

な

ど
）

を
活

用
し

た
メ

ン
タ

ル
ヘ

ル
ス

対

策
（

相
談

・
カ

ウ
ン

セ
リ

ン
グ

を
含

む
）

の
実

施

地
方

公
務

員
共

済
組

合
事

業
等

の
公

的

な
相

談
窓

口
の

周
知

事
業

場
内

で
の

相
談

体
制

の
整

備1
77

2
6

メ
ン

タ
ル

ヘ
ル

ス
対

策
に

関
す

る
計

画

の
策

定
安

全
衛

生
委

員
会

等
で

調
査

審
議

実
務

を
行

う
担

当
者

の
選

任

職
場

復
帰

に
お

け
る

支
援

の
実

施
（

職

場
復

帰
支

援
プ

ロ
グ

ラ
ム

の
策

定
を

含

む
）

2
6
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各
種
ハ
ラ
ス
メ
ン
ト
対
策
の
取
組
状
況

①
 ハ

ラ
ス
メ
ン
ト

の
内
容
と
、
ハ
ラ
ス

メ
ン
ト
が
あ
っ
て
は

な
ら
な
い
旨
の
方
針

の
明
確
化
と
、
管
理

監
督
者
を
含
む
職
員

へ
の
周
知
啓
発

②
 
ハ
ラ
ス
メ
ン

ト
行
為
者
に
つ

い
て

、
厳
正
に
対
処

す
る

旨
の
方
針
・
対

処
の

内
容
を
規
則
等

の
文

書
に
規
定
し
、

管
理

監
督
者
を
含
む

職
員

に
周
知
啓
発

③
 相

談
窓

口
を

あ
ら

か
じ

め
定

め
、

周
知

④
 相

談
窓

口
担

当
者

が
相

談
内

容
や

状
況

に
応

じ
適

切
に

対
応

で
き

る
よ

う
に

す
る

⑤
 事

実
関

係
の

迅
速

か
つ

正
確

な
把

握

⑥
事

実
確

認
が

で
き

た
場

合
に

は
、

速
や

か
に

被
害

者
に

対
す

る
配

慮
の

措
置

を
適

正
に

行
う

⑦
事
実
確
認
が
で
き

た
場
合
に
、
行
為
者

に
対
す
る
措
置
を
適

正
に
行
う

⑧
再
発
防
止
に
向
け

た
措
置
を
講
じ
る

⑨
業
務
体
制
の
整
備

な
ど
、
事
業
主
や
妊

娠
等
し
た
職
員
そ
の

他
の
職
員
の
実
情
に

応
じ
、
必
要
な
措
置

を
講
じ
る

⑩
 相

談
者
・
行
為

者
等
の
プ
ラ
イ
バ

シ
ー
保
護
の
た
め
に

必
要
な
措
置
を
講

じ
、
周
知

⑪
 相

談
し
た
こ

と
、
事
実
関
係
の
確

認
に
協
力
し
た
こ
と

等
を
理
由
と
し
て
不

利
益
な
取
扱
い
を

行
っ
て
は
な
ら
な
い

旨
を
定
め
、
職
員
に

周
知
・
啓
発

文
書

有
2
5

2
4

2
4

2
1

2
4

2
1

2
4

1
6

2
4

2
4

文
書

無
1

2
5

2
5

2
1
0

2
2

1
0
0
%

9
2
%

1
0
0
%

1
0
0
%

1
0
0
%

1
0
0
%

1
0
0
%

1
0
0
%

1
0
0
%

1
0
0
%

0
2

0
0

0
0

0
0

0
0

文
書

有
2
5

2
4

2
4

2
3

2
4

2
2

2
4

1
7

2
4

2
4

文
書

無
1

2
3

2
4

2
9

2
2

1
0
0
%

9
2
%

1
0
0
%

1
0
0
%

1
0
0
%

1
0
0
%

1
0
0
%

1
0
0
%

1
0
0
%

1
0
0
%

0
2

0
0

0
0

0
0

0
0

文
書

有
2
2

2
2

2
2

2
0

2
2

2
0

2
2

1
6

1
6

2
2

2
2

文
書

無
4

4
6

4
6

4
1
0

1
0

4
4

1
0
0
%

8
5
%

1
0
0
%

1
0
0
%

1
0
0
%

1
0
0
%

1
0
0
%

1
0
0
%

1
0
0
%

1
0
0
%

1
0
0
%

0
4

0
0

0
0

0
0

0
0

0

※
調

査
時

点
：

令
和

５
年

６
月

１
日

現
在

※
該

当
す

る
事

案
が

な
い

場
合

は
、

実
際

に
事

案
が

発
生

し
た

際
に

措
置

事
務

を
履

行
す

る
こ

と
が

で
き

る
か

と
い

う
観

点
で

調
査

パ
ワ

ー
ハ

ラ
ス

メ
ン

ト

セ
ク

シ
ャ

ル
ハ

ラ
ス

メ
ン

ト

マ
タ

ニ
テ

ィ
ハ

ラ
ス

メ
ン

ト

未
措

置
市

町
村

数

措
置

済
み

市
町

村
の

比
率

措
置

済
み

市
町

村
数

措
置

済
み

市
町

村
数

措
置

済
み

市
町

村
の

比
率

未
措

置
市

町
村

数

措
置

済
み

市
町

村
数

措
置

済
み

市
町

村
の

比
率

未
措

置
市

町
村

数

42



（令和４年４月１日現在）

休暇の区分／関連規定 市町村の状況

公民権行使／労基法第７条 必要と認められる期間 全市町村　措置あり

官公署出頭／労基法第７条 必要と認められる期間 全市町村　措置あり

現住居の滅失等／人規15-15第４条 連続７日の範囲内の期間 全市町村　措置あり

出勤困難／人規15-15第４条 必要と認められる期間 全市町村　措置あり

退勤途上／人規15-15第４条 必要と認められる期間 ３団体　措置なし

忌引／人規15-15第４条
親族別日数（遠隔地に赴く場合は往復に要

する日数を加えた日数）以内
全市町村　措置あり

結婚／人規15-15第４条
結婚の日の５日前から結婚の日後１月を経

過する日の間で連続５日の範囲内の期間
全市町村　措置あり

夏季／人規15-15第４条

７月～９月の間で連続３日の範囲内の期間

（勤務時間が割り振られていない日を除

く）

全市町村　措置あり

不妊治療／人規15-15第４条

5日以内

（体外受精、顕微授精に係るものである場

合は10日以内）

８団体　措置なし

産前／労基法第65条
６週間（多胎妊娠は14週間）

予定日以降出産の日までの期間を含む

５団体　無給で措置

１団体　措置なし

産後／労基法第65条 ８週間
５団体　無給で措置

１団体　措置なし

配偶者出産／人規15-15第４条
妻の出産に係る入院から出産後2週間におい

て2日以内

１団体　無給で措置

５団体　措置なし

育児参加／人規15-15第４条

妻の出産予定日6週間前から出産後8週間に

おいて5日以内

※令和4年10月1日より出産後1年間に改正

２団体　無給で措置

５団体　措置なし

保育時間／労基法第67条
１日２回各30分以内

生後１年に達しない子の保育
１団体　措置なし

子の看護／育介法第61条
５日以内（１年度）

（子が２人以上の場合には10日）
２団体　有給で措置

短期介護／育介法第61条
５日以内（１年度）

（要介護者が２人以上の場合には10日）
１団体　措置なし

介護休暇／育介法第61条
通算93日以内

（３回まで分割可）
２団体　措置なし

介護時間／育介法第61条
連続する３年以内

（１日２時間まで）
２団体　措置なし

生理日の就業困難／労基法第68条 必要と認められる期間 全市町村　措置あり

妊産疾病／均等法第13条 必要と認められる期間 ５団体　措置なし

公務上の傷病／人規15-15第４条 必要と認められる期間 １団体　有給で措置

私傷病／人規15-15第４条
勤務日数に応じて、10日の範囲内の期間

（１年度）
２団体　有給で措置

骨髄等ドナー／人規15-15第４条 必要と認められる期間 １団体　有給で措置

【令和４年度勤務条件等に関する調査】

国家公務員（非常勤職員）等の制度

会計年度任用職員の休暇制度の導入状況　※R4調査結果

有給

無給
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会計年度任用職員の給与決定方法

(１)常勤職員の給料表を基礎とするか

（令和５年４月１日現在）

団体数 割合 団体数 割合

市 8 88.9% 1 11.1%

町村 15 88.2% 2 11.8%

市町村計 23 88.5% 3 11.5%

一組等計 10 76.9% 1 7.7%

合計 33 84.6% 4 10.3%

(２)-１職務経験等の要素を考慮するか（初回任用時） (２)-2 職務経験等の要素を考慮するか（再度任用時）

（令和５年４月１日現在） （令和５年４月１日現在）

団体数 割合 団体数 割合 団体数 割合 団体数 割合

市 7 77.8% 2 22.2% 市 9 100.0% 0 0.0%

町村 16 94.1% 1 5.9% 町村 17 100.0% 0 0.0%

市町村計 23 88.5% 3 11.5% 市町村計 26 100.0% 0 0.0%

一組等計 9 69.2% 2 15.4% 一組等計 10 76.9% 1 7.7%

合計 32 82.1% 5 12.8% 合計 36 92.3% 1 2.6%

(３)期末手当の支給対象

（令和５年４月１日現在）

団体数 割合 団体数 割合 団体数 割合

市 8 88.9% 1 11.1% 0 0.0%

町村 17 100.0% 0 0.0% 0 0.0%

市町村計 25 96.2% 1 3.8% 0 0.0%

一組等計 11 84.6% 0 0.0% 0 0.0%

合計 36 92.3% 1 2.6% 0 0.0%

【会計年度任用職員制度の施行状況等に関する調査】

考慮する 考慮しない 考慮する 考慮しない

期末手当支給対象範囲（下図参照）

区分

区分区分

区分

基礎とする 基礎としない

期末手当支給対象範囲

が図と同様又はこれよ

り広い

期末手当支給対象範囲

が図よりも狭い
支給しない
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調査結果を踏まえた課題   

 

１ 人事評価結果の活用状況について（P36 参照） 

平成 26 年５月の地方公務員法改正により、平成 28 年４月から人事評価制度の導入が義

務付けられ、任命権者は人事評価を任用、給与、分限その他の人事管理の基礎として活用

することが求められており、人事評価結果を昇給、勤勉手当、昇任・昇格及び分限処分へ

活用しないことは違法と判断される可能性が相当程度あると考えられる。  

県内市町村においては全団体で人事評価制度を導入済であり、一般職員への活用率も令

和４年度から増加しているものの、昇給、勤勉手当、昇任・昇格、分限全ての区分におい

て５～８割程度と全国的に見て低い水準である。 

人事評価は導入すること自体が目的ではなく、評価結果を活用し、人事管理の基礎とす

るとともに人材育成につなげていくことで、職員のモチベーションを高め、組織全体の公

務能率の向上につなげていくことが重要であるため、未活用の市町村においては活用に向

け、早急に必要な措置を講じる必要がある。  

 

２ 再任用職員の状況について（P37～38 参照） 

  地方公務員法において、「定年退職者等の再任用」を可能としており、勤務の形態として

はフルタイム勤務若しくは短時間勤務となる。  

  これまでの再任用職員数の推移をみると、年々増加傾向にあり、令和５年度は前年度よ

り 13 名の増加となった。また、県内の再任用職員のほとんどが短時間勤務となっている。  

 

３ 安全衛生管理体制の整備状況について（P39～42 参照） 

  ストレスチェックについては、常時 50 人以上の労働者を使用する事業場に実施義務が

あり、その結果に基づく面接指導の実施を事業者に義務付けている。それ以外の事業場（常

時 50 人未満の労働者を使用する事業場）での実施については努力義務となっているもの

の、労働者のメンタルヘルス不調の未然防止のためにできるだけ実施するのが望ましい。  

長時間勤務者に対する医師による面接指導等については、長時間の時間外勤務が継続し

た場合、職員のメンタルヘルス不調を招くおそれがあることや、職員の健康確保の観点か

ら例規・指針等を整備する必要がある。 

また、各種ハラスメント対策については、職員がその能力を十分発揮できる勤務環境を

保持するという観点からも、防止のために講ずべき措置を速やかに履行するなど、防止に

向けた適切な取組が必要である。 

職員の心身の健康を守り、職場環境の改善を行うためにも安全衛生体制について整備す

るとともに、継続して維持する必要がある。 

 

４ 会計年度任用職員の状況について（P43～44 参照） 

  地方公務員法及び地方自治法の一部を改正する法律（平成 29 年法律第 29 号）の施行に

より令和２年度から導入された会計年度任用職員制度については、概ね制度の趣旨に沿っ

た運用が図られている一方、休暇の整備、給与決定等について対応が十分でない団体も見

受けられる。 
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  令和６年度からは、地方自治法の一部を改正する法律（令和５年法律第 19 号）の施行に

より、パートタイムの会計年度任用職員に対する勤勉手当の支給が可能となるため、フル

タイムの会計年度任用職員含め、対象となる職員に、勤勉手当を適切に支給すべきである。  

各団体においては、制度の趣旨を踏まえ、適正な任用・勤務条件を確保するため、早急

に適切な取組を進めていく必要がある。 
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